
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原料ポリマーを押出ダイス から溶融押出しして得られた中
空状溶融体を、下流側に設けられ 成形ダイ
スにより成形し、中空状プラスチック光学部材を得
　

　

を特徴とするプラスチック
光学製品の製造方法。
【請求項２】
　

を特徴とする請求項１記載のプラスチック光学製品の製
造方法。
【請求項３】
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に設けられる押出ダイス出口
、前記中空状溶融体を成形する成形管を有する

て、
前記中空状プラスチック光学部材の中空部に、重合性組成物を注入し、前記重合性組成

物からコア部を形成するプラスチック光学製品の製造方法において、
前記中空状溶融体と接する案内面を備えるスロートを前記成形管の上流側の入口に設け

、前記押出ダイス出口と前記案内面との間の距離が０ｍｍよりも大きく２０ｍｍ未満にな
るように前記成形管を配し、前記案内面を介して、前記押出ダイス出口から押し出される
前記中空状溶融体を前記入口に案内し、前記成形管の内壁面と前記成形管内の前記中空状
溶融体の外壁面との間を減圧し、前記中空状溶融体が前記成形管を通る方向に対して垂直
な面と前記案内面とのなす角の角度が３０°以上８０°以下であり、前記成形管の長さが
前記中空状プラスチック光学部材の外径の４倍以上であること

前記押出ダイス出口から押し出される前記中空状溶融樹脂体の押出速度が、０．１ｍ／
分以上１０ｍ／分以下であること



　 ことを特徴とす
る請求項１または２記載のプラスチック光学製品の製造方法。
【請求項４】
　 プラスチック
光学製品を 延伸することを特徴とする
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、プラスチック に関し、更に
詳しくは屈折率分布型プラスチック光伝送体のクラッド部に好ましく用いられるプラスチ
ック 製造方法 プラスチック光ファイバ に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
プラスチック光学部材は、同一構造を有する石英系の光学部材と比較して、製造および加
工が容易であること、並びに低価格であること等の利点がある。そこで、近年、光ファイ
バおよび光レンズなど種々の応用が試みられている。特に、プラスチック光ファイバは、
素線が全てプラスチックで構成されているため、伝送損失が石英系と比較してやや大きい
という短所を有するものの、良好な可撓性を有し、軽量で、加工性が良く、石英系光ファ
イバと比較して口径の大きいファイバとして製造が容易であり、さらには、低コストで製
造が可能であるという長所を有する。従って、伝送損失の大きさが問題とならない程度の
短距離用の光通信伝送媒体として種々検討されている。
【０００３】
プラスチック光ファイバは、ポリマーからなる芯（以下、コア部またはコアと称する）と
コア部より低屈折率のポリマーからなる外殻（以下、クラッド部、クラッドまたはクラッ
ド管と称する）とから構成されている。このプラスチック光ファイバの製造方法の１つに
、プラスチックの円筒中空管を形成してその円筒中空管をクラッド部に用いて、そのクラ
ッド部中にコア部を形成して、光ファイバ母材（以下、プリフォームと称する）を作製し
、その後にそのプリフォームを延伸する方法がある。
【０００４】
この製造方法では、まずポリメタクリル酸メチル（ポリメチルメタクリレート以下、ＰＭ
ＭＡと称する）などの熱可塑性樹脂を溶融押出しして、円筒中空管を作製し、その円筒中
空管をクラッド部として用いる。次に、その円筒中空管の中空部にコア部を形成する。そ
の形成方法には、例えば、屈折率分布の異なる２種以上の重合性混合物の積層状物を同心
円状に押出して形成する方法がある（例えば、特許文献１参照。）。このようにして得ら
れたプリフォームを、１８０℃～２５０℃の雰囲気中で熱延伸することにより、屈折率分
布型プラスチック光ファイバ（以下、ＧＩ型ファイバと称する）が得られる。また、クラ
ッド部とコア部とを同時に押し出しによって形成する方法もある（例えば、特許文献２参
照。）。また、押し出しによって形成した中空部にコア部の原液を滴下して重合させつつ
延伸する方法もある（例えば、特許文献３参照。）。
【０００５】
【特許文献１】
特開平２－１６５０４号公報　（第１－４頁）
【特許文献２】
特開平９－１３３８１８号公報　（第１－２頁）
【特許文献３】
特開平８－２０１６３７号公報　（第５－９頁）
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、クラッド管を溶融押出法により作製すると、クラッド管の肉厚が一定にならな
い問題が生じていた。これは、溶融押出法では、ポリマーを加熱して軟化させた状態で押

10

20

30

40

50

(2) JP 3910528 B2 2007.4.25

前記内壁面と前記外壁面との間の圧力を２０ｋＰａ～５０ｋＰａにする

請求項１ないし３記載のプラスチック光学製品の製造方法により得られる
加熱 プラスチック光ファイバの製造方法。

光学製品及びプラスチック光ファイバの製造方法

光学製品の と の製造方法と



し出し、冷却装置送り込むために、押し出した直後のポリマーの形状でそのまま冷却装置
内で固化してしまうからである。そこで、前記記載の公報では、鉛直方向にポリマーを押
し出すことにより、軟化しているポリマーが重力によりだれて変形する問題を解決してい
た。しかしながら、これらの方法によってもクラッド管の肉厚は、押し出しダイスの形状
や押し出し速度により容易に変化してしまっていた。そのため、このクラッド管を用いて
、その中空部にコア部を形成しプリフォームを作製した後に延伸して、プラスチック光フ
ァイバを作製した場合に、外殻であるクラッド部の肉厚の不均一性により、ファイバの線
径がぶれて、コネクタ接続やファイバの被覆ができなくなったり、得られた光ファイバの
光伝送損失が大きくなるなどの問題が生じていた。
【０００７】
本発明は、肉厚の変動を抑制したクラッド管を作製できるプラスチック光学部材及びプラ
スチック光学製品の製造方法並びにそのプラスチック光学製品を用いて光学特性に優れた
プラスチック光ファイバを提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明 原料ポリマーを押出ダイス から溶融押出しして
得られた中空状溶融体を、下流側に設けられ

成形ダイスにより成形し、中空状プラスチック光学部材を得

が好ましい。さらに、前記成形ダイスに複数の孔を設け、それら孔を用い
て減圧にすることで、前記中空溶融体の外周面を前記成形ダイス内周面に密着させて、前
記中空溶融体の外周面を成形することが好ましい。
【０００９】
前記成形ダイスの前記成形押出し方向の長さＬ２が、前記中空状プラスチック光学部材の
外径の４倍以上であることが好ましい。前記成形ダイスの入口側に、前記中空状プラスチ
ック光学部材の外径を規定するスロートを設けることが好ましい。さらに、前記成形ダイ
スの成形押出し方向に対して直交する面を基準面として、前記基準面と前記スロートのガ
イド面とのなす角度θ（°）が、３０≦θ≦８０の範囲であることがより好ましい。
【００１０】
　前記溶融押出しを行なう際の速度Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）が、０．１≦Ｓ≦１０の範囲である
ことが好ましい。また、前記中空状プラスチック光学部材を、コア部とクラッド部とを有
するプラスチック光学製品のクラッド部として用いることが好ましい。

【００１１】
本発明のプラスチック光学製品の製造方法は、前述したいずれかのプラスチック光学部材
の製造方法から得られた中空状のプラスチック光学部材を用いて、前記中空状プラスチッ
ク光学部材の中空部に、重合性組成物を注入し、前記重合性組成物からコア部を形成する
。また、本発明には、前述したプラスチック光学製品の製造方法により製造されたプラス
チック光学製品も含まれる。さらに、本発明に、前述のプラスチック光学製品を、プリフ
ォームとして用いたプラスチック光学製品も含まれる。また、本発明には、前記コア部が
、その断面方向に屈折率分布を有するプラスチック光学製品も含まれる。また、本発明に
は、前述したいずれかのプラスチック光学製品を延伸して得られたプラスチック光ファイ
バも含まれる。さらに、前記プラスチック光学製品を加工延伸して得られるプラスチック
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は、 に設けられる押出ダイス出口
、前記中空状溶融体を成形する成形管を有す

る て、前記中空状プラスチッ
ク光学部材の中空部に、重合性組成物を注入し、前記重合性組成物からコア部を形成する
プラスチック光学製品の製造方法において、前記中空状溶融体と接する案内面を備えるス
ロートを前記成形管の上流側の入口に設け、前記押出ダイス出口と前記案内面との間の距
離が０ｍｍよりも大きく２０ｍｍ未満になるように前記成形管を配し、前記案内面を介し
て、前記押出ダイス出口から押し出される前記中空状溶融体を前記入口に案内し、前記成
形管の内壁面と前記成形管内の前記中空状溶融体の外壁面との間を減圧し、前記中空状溶
融体が前記成形管を通る方向に対して垂直な面と前記案内面とのなす角の角度が３０°以
上８０°以下であり、前記成形管の長さが前記中空状プラスチック光学部材の外径の４倍
以上であること

また、前記内壁面
と前記外壁面との間の圧力を２０ｋＰａ～５０ｋＰａにすることが好ましい。



光ファイバも本発明には含まれる。
【００１２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を示すが、この実施形態はあくまで本発明を詳細に説明するた
めのものであり、本発明をなんら制限するものではない。以下、本発明のプラスチック光
学部材の製造方法を、プラスチック光ファイバの製造方法に適用した例について図面を用
いて説明する。
【００１３】
（プラスチック光ファイバのクラッド部）
クラッド部は、コア部を伝送する光がそれらの界面で全反射するために、コア部の屈折率
より低い屈折率を有し、非晶性であり、コア部との密着性が良く、耐久性、耐熱性に優れ
ているものが好ましく用いられる。また、クラッド部は、溶融押出しにより形成するため
、熱可塑性樹脂が用いられる。例えば、クラッド部の原料であるモノマーとしては、メチ
ルメタクリレート（ＭＭＡ）、スチレン、重水素化メチルメタクリレート、トリフルオロ
エチルメタクリレート、ヘキサフルオロイソプロピル－２－フルオロアクリレートなどが
挙げられるが、これらに限定されるものではない。これら各モノマーからホモポリマーを
重合してクラッド部として用いる。
【００１４】
これらのモノマーを２種以上用いて、共重合体（コポリマー）からなるクラッド部を作製
してもよい。さらに、前述した２種以上のモノマーから、それぞれポリマーを重合してそ
れらポリマーの混合物（混合ポリマー）を用いることも可能である。本発明においては、
クラッド部にＭＭＡを重合したポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）から形成すること
が好ましい。さらに、ＰＭＭＡには、多数の構造異性体があるが、成形の容易さからガラ
ス転移温度１０５～１２０℃の範囲であるシンジオタクチックの構造のものを用いること
が最も好ましい。また、コア部を構成するポリマーと同一の原料を用いることが透明性を
保持できる点でより好ましい。また、クラッド部は光の伝送損失の改善、ファイバの吸湿
防止、曲げ損失の改善、力学的強度の向上などの特性改良のために２層以上とすることも
可能である。例えば、クラッド部の内側をポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）とし、
外側をポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）などにすることもできる。
【００１５】
また、ポリマーを重合する際には、その平均重合度が、５００～５０００であることが好
ましく、７００～３０００であることがより好ましく、８００～２０００であることが最
も好ましい。ポリマーの重合度が前記の範囲であると、後の延伸工程を安定的におこなう
ことができる。また、前記ポリマー中の残存原料（主にポリマー）量は１重量％以下が好
ましく、０．５重量％以下であることがより好ましい。しかしながら、本発明においてク
ラッドを構成するポリマーの物性値は、前述した範囲に限定されるものではない。
【００１６】
（プラスチック光ファイバのコア部）
コア部の原料としては、その重合体が伝送される光に対して光透過性である限り特に制約
はないが、伝送される光信号の伝送損失が少ない材料を用いるのが好ましい。原料のモノ
マーとしてはクラッド部と同様に、メチルメタクリレート（ＭＭＡ）、重水素化メチルメ
タクリレート、トリフルオロエチルメタクリレート、ヘキサフルオロイソプロピル－２－
フルオロアクリレートなどが挙げられるが、これらに限定されるものではない。なお、場
合によってはこれらモノマーからオリゴマーを製造した後に、ポリマーを作製する方法を
用いることもできる。これら各モノマーからホモポリマーを重合してコア部として用いる
。また、これらモノマーを２種以上用いて、共重合体（コポリマー）からコア部を形成し
てもよい。さらに、前述した２種以上のモノマーから、それぞれポリマーを重合してそれ
らポリマーの混合物を用いることも可能である。
【００１７】
本発明においては、塊状重合が容易であるＭＭＡを選択し、ストレートポリマー（ホモポ
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リマー）であるポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）にてコア部を形成するのが好まし
い。また、前述したモノマーが有する水素原子を重水素原子（Ｄ）またはハロゲン原子（
Ｘ）で置換したモノマーを用いて重合された、ホモポリマー、コポリマー、混合ポリマー
などを用いることも可能である。特定の波長領域において、Ｃ－Ｈ結合に起因する光伝送
損失が生じるが、ＨをＤまたはＸで置換することにより、この伝送損失を生じる波長域を
長波長化することができ、伝送信号光の損失を軽減することが可能となる。
【００１８】
（添加剤など）
前述したモノマーからポリマーを重合する際に、重合状態や重合速度を制御したり、熱延
伸工程に適する分子量に制御したりすることを目的として、重合開始剤および重合調整剤
（例えば、連鎖移動剤であるｎ－ブチルメルカプタン（ CH3 -(CH2 )3 -SH ）、ｎ－ラウリル
メルカプタン（ CH3 -(CH2 )1 1 -SH）等のメルカプト系化合物など）を添加することができる
。
【００１９】
重合開始剤としては、重合の形態や、用いるモノマーに応じて適宜選択することができる
。例えば、熱重合における重合開始剤としては、過酸化ベンゾイル（ＢＰＯ）、ｔ－ブチ
ルパーオキシ－２－エチルヘキサネート（ＰＢＯ）、ジ－ｔ－ブチルパーオキシド（ＰＢ
Ｄ）、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルカーボネート（ＰＢＩ）、ｎ－ブチル－４，４
－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）パラレート（ＰＨＶ）などが挙げられるが、これらに限
定されるものではない。なお、これら重合開始剤は、２種類以上併用して用いてもよい。
【００２０】
重合調整剤（連鎖移動剤）は、主に重合体（ポリマー）の分子量の調整のために用いられ
、モノマーの種類やポリマーの重合度に応じて適宜選択する。例えば、モノマーとしてメ
チルメタクリレート系化合物を用いた場合には、重合調整剤としては、例えばＷＯ９３／
０８４８８号公報に記載されている、アルキルメルカプタン類（例えば、ｎ－ブチルメル
カプタン、ｎ－ペンチルメルカプタン、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウリルメルカ
プタン、ｔ－ドデシルメルカプタンなど）、チオフェノール類（例えば、チオフェノール
、ｍ－ブロモチオフェノール、ｐ－ブロモチオフェノール、ｍ－トルエンチオール、ｐ－
トルエンチオールなど）などが好ましく、中でも、ｎ－オクチルメルカプタン、ｎ－ラウ
リルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタンなどのアルキルメルカプタンを用いること
が好ましい。また、Ｃ－Ｈ結合の水素原子を重水素原子（Ｄ）で置換した重合調整剤を用
いることもできる。また、前述した重合調整剤を２種類以上併用してもよい。なお、本発
明に用いられる重合調整剤（連鎖移動剤）は前述したものに限定されるものではない。
【００２１】
コア部が、中心から外側に向かって屈折率の分布を有している屈折率分布型コア部（ＧＩ
型）であると、高い伝送容量を有するケーブルが得られるので好ましい。ＧＩ型は、屈折
率調整剤を用いることにより形成できる。屈折率調整剤は、コア部の原料となるモノマー
に添加した後に、そのモノマーを重合することにより、コア部に含有させることができる
。屈折率調整剤は、これを含有するポリマーが無添加のポリマーと比較して、屈折率が高
くなる性質を有するものをいう。この性質を有し、ポリマーと安定して共存可能で、且つ
前述の原料であるモノマーの重合条件（加熱および加圧等の重合条件）下において安定で
あるものを用いることができる。例えば、安息香酸ベンジル（ＢＥＮ）、硫化ジフェニル
（ＤＰＳ）、リン酸トリフェニル（ＴＰＰ）、フタル酸ベンジル－ｎ－ブチル（ＢＢＰ）
、フタル酸ジフェニル（ＤＰＰ）、ビフェニル（ＤＰ）、ジフェニルメタン（ＤＰＭ）、
リン酸トリクレジル（ＴＣＰ）、ジフェニルスルホキシド（ＤＰＳＯ）などが挙げられ、
中でも、ＢＥＮ、ＤＰＳ、ＴＰＰ、ＤＰＳＯが好ましい。なお、本発明において用いられ
る屈折率調整剤は前述したものに限定されるものではない。
【００２２】
屈折率調整剤のコア部における濃度および分布を調整することによって、プラスチック光
ファイバの屈折率を所望の値に変化させることができる。その添加量は、用途および組み
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合わされるコア部の原料などに応じて適宜選択することができる。
【００２３】
コア部およびクラッド部には、光伝送性能を低下させない範囲で、その他の添加剤を添加
することができる。例えば、クラッド部およびコア部の対候性や耐久性などを向上させる
目的で安定剤を添加することができる。また、光伝送性能の向上を目的として、光信号増
幅用の誘導放出機能化合物を添加することもできる。それらの化合物を添加することによ
り、減衰した信号光を励起光により増幅することが可能となり、伝送距離が向上するので
、光伝送リンクの一部にファイバ増幅器として使用することができる。なお、これらの添
加剤も、前記原料に添加した後、成形することによって、コア部およびクラッド部に含有
させることができる。
【００２４】
（プラスチック光学部材の製造方法）
図１に本発明のプラスチック光学部材を製造するために用いられる製造ラインを示す。製
造ライン１０は、溶融押出装置１１と押出ダイス１２と成形ダイス１３と冷却装置１４と
引取装置１５とが備えられている。
【００２５】
溶融押出装置１１に取り付けられているペレット投入ホッパ（以下、ホッパと称する）１
６から、前述したＰＭＭＡなどのポリマーが適宜投入される。さらに、押出部１１ａ内に
はベント付き１軸スクリュー押出機（図示しない）が備えられており、押出部１１ａ内で
ポリマーは加熱されて溶融して押出ダイス１２に押し出される。このときのポリマーの温
度は、そのポリマーのガラス転移点（Ｔｇ）に対して、Ｔｇ＋３０℃～Ｔｇ＋１２０℃の
範囲であることが好ましく、Ｔｇ＋７０℃～Ｔｇ＋９０℃の範囲であることがより好まし
い。なお、溶融時のポリマーの押出ダイス出口（図３参照）１２ａのみかけ粘度が、５０
０～１００００Ｐａ・ｓであることが好ましく、１０００～７０００Ｐａ・ｓであること
がより好ましく、２０００～５０００Ｐａ・ｓであることが最も好ましい。このようにし
て、押出ダイス１２内を原料ポリマーが通ることにより、出口１２ａから軟性クラッド（
溶融樹脂体）２０が押し出される。
【００２６】
軟性クラッド２０は、次に成形ダイス１３に送り込まれる。成形ダイス１３の要部を分解
した斜視図を図２に、要部断面図を図３に、図３中の IV－ IV線の断面図を図４にそれぞれ
示す。なお、図示した成形ダイス１３は、本発明を説明するための一態様であり、本発明
に用いることができる成形ダイスは図示したものに限定されるものではない。成形ダイス
１３には、成形管３０が備えられており、成形管３０に軟性クラッド２０を通すことによ
り、軟性クラッド２０の形状が調整されクラッド２１が得られる。軟性クラッド２０の押
出速度Ｓは、０．１≦Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦１０の範囲が好ましく、より好ましくは０．３
≦Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦５．０であり、最も好ましくは０．４≦Ｓ（ｍ／ｍｉｎ）≦１．０
である。しかしながら、本発明において押出速度Ｓは、前述した範囲に限定されるもので
はない。
【００２７】
また、成形管３０に多数の吸引孔３０ａを設け、成形管３０の外側に減圧チャンバ３１を
設けることが好ましい。この減圧チャンバ３１を真空ポンプ１７（図１参照）により減圧
にすることで、クラッド２１の外壁面２１ａが、成形管３０の内壁面（成形面）３０ｂに
密着するために、クラッド２１の肉厚が一定になって成形される。なお、減圧チャンバ３
１内の圧力は、２０ｋＰａ～５０ｋＰａの範囲とすることが好ましいが、この範囲に限定
されるものではない。
【００２８】
成形ダイス１３の入口１３ａに、クラッド２１の外径を規定するためにスロート（外径規
定部材）１８を取り付けることが好ましく、この場合には、その肉厚をより均一にするこ
とが可能となる。なお、このスロート１８が軟性クラッド２０と接する面１８ａとクラッ
ドの押出方向に直交する面２１ｂ（なお、図３は断面図であるので、いずれの面１８ａ，
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２１ｂも線として記されている）との面角度θが、３０≦θ（°）≦８０であると、軟性
クラッド２０の形状を乱す圧力の発生が抑制される。なお、本発明において、面角度θは
、前述した範囲に限定されるものではない。また、スロート１８は、図３に示したように
成形ダイス１３に別体として取り付けても良いし、一体として成形ダイスを作製しても良
い。
【００２９】
また、押出ダイス１２の出口１２ａと成形ダイス１３の入口との距離Ｌ１が、０＜Ｌ１（
ｍｍ）＜２０の範囲であると、軟性クラッド２０の形状を乱す圧力の発生が抑制され、ま
た重力による、「だれ」を起こすことなく成形ダイス１３に押し出すことが可能となる。
なお、本発明において成形ダイス１３の入口とは、図３に示したようにスロート１８が成
形ダイス１３に取付けられているときには、スロート１８の取付反対面１８ｂを成形ダイ
ス１３の入口と定義する。また、スロートが成形ダイスに取り付けられていないときには
、成形ダイス１３の入口１３ａが成形ダイスの入口となる。
【００３０】
成形ダイス１３のクラッド押出方向の長さＬ２が、クラッド２１の外径ｄ１に対して、４
倍以上のものを用いると、クラッド２１の肉厚ｄ２を均一にする効果が十分に働くために
好ましい。より好ましくは、５倍以上であり、最も好ましくは８倍以上であるが、本発明
は、それらの関係に限定されるものではない。また、得られたクラッド２１の外径ｄ１は
、５０≧ｄ１（ｍｍ）の範囲であることが好ましく、より好ましくは１０≦ｄ１（ｍｍ）
≦３０であり、最も好ましくは１５≦ｄ１（ｍｍ）≦２５の範囲である。さらに、クラッ
ド２１の肉厚ｄ２は、２≦ｄ２（ｍｍ）≦２０の範囲であることが好ましく、より好まし
くは４≦ｄ２（ｍｍ）≦１５であり、最も好ましくは４≦ｄ２（ｍｍ）≦１０の範囲であ
る。しかしながら、本発明において、それらの範囲は、前述したものに限定されるもので
はない。
【００３１】
図１に示すように、成形ダイス１３により形状が調整されたクラッド２１は、冷却装置１
４に送られる。冷却装置１４には、多数のノズル４０が備えられており、それらのノズル
４０から冷却水４１をクラッド２１に向けて放水することで、クラッド２１を冷却して、
固化させる。冷却水４１は、受け器４２で回収されて、排出口４２ａから排出される。こ
の冷却排水は、再生した後に再利用することが環境の面から好ましい。なお、本発明にお
いて冷却装置１４は図示した形態に限定されるものではない。
【００３２】
クラッド２１は、冷却装置１４から引取装置１５により引き出される。引取装置１５は、
駆動ローラ５０と加圧ローラ５１とが備えられている。駆動ローラ５０には、モータ５２
が取り付けられており、クラッド２１の引取速度の調整が可能になっている。また、クラ
ッド２１を挟んで駆動ローラ５０と対向して配置されている加圧ローラ５１により、クラ
ッド２１の微小な位置のずれを修正することが可能となっている。この駆動ローラ５０の
引取速度と溶融押出装置１１の押出速度とを調整したり、加圧ローラ５１によるクラッド
２１の移動位置を微調整したりすることにより、クラッド２１の形状、特に肉厚を均一に
することが可能となる。
【００３３】
吸引孔の断面も図３に示した形状に限定されるものではない。他の形態について図５に示
す。図５（ａ）に示した成形管６３に設けられた吸引孔６３ａは、その断面がしぼられた
形状となっている。また、（ｂ）に示すように成形管６４には、その断面が略三角形状の
吸引孔６４ａが設けられている。さらに、（ｃ）に示すように成形管６５には、その断面
が略半円形状の吸引孔６５ａが設けられている。さらに、図示しないがその他の矩形状の
もの、その他の形状のものを用いることも可能である。
【００３４】
本発明に係るプラスチック光学部材の製造に用いられる他の実施形態の製造ライン７０を
図６に示す。製造ライン７０は、溶融押出装置１１と押出ダイス１２と成形機能付き冷却
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装置（以下、冷却装置と称する）７１と引取装置１５とが備えられている。
【００３５】
製造ライン７０は、冷却装置７１に直接に成形管７２が取り付けられているところに特徴
を有している。また、成形管７２には多数の吸引孔７２ａが形成されている。なお、成形
管７２には、図２ないし図４に示した成形管３０や、図５に示した成形管６３，６４，６
５などを用いることができるが、前述した説明で図示した形態に限定されるものではない
。
【００３６】
冷却装置７１に備えられている減圧口７３から、図示しない真空ポンプにより冷却装置７
１内を減圧に維持している。この冷却装置７１内にも多数のノズル７４が取り付けられて
おり、冷却水７５が供給されている。この冷却水７５がクラッド２１に放水することで、
クラッド２１は冷却されて固化する。また、冷却水７５は、冷却装置７１の下部に設けら
れている排出口７６から排出される。なお、製造ライン７０を用いると、冷却装置７１全
体を減圧にしたり、作業者が、冷却装置７１の一部を開いてクラッド２１を圧力シール７
７まで搬送したり、クラッド２１が圧力シール７７に到達した後に減圧度が一定になるの
に時間がかかったりする問題がある。しかしながら、図６に示した製造ライン７０は、従
来の塩化ビニルパイプの製造ラインなどを容易に転用することが可能である。その場合に
、新たに作製する物は、製造予定のクラッド２１に対応した成形管７２のみで済むため、
コストの点で有利であり、また、製造ライン７０の設置場所を新たに用意する必要もなく
なる。製造ライン７０を用いて、クラッド製造の実験条件を探索する予備実験を行う際に
、それぞれの条件に対応して成形管のみを作製すれば良いため、予備実験の際のコスト低
下に有効である。
【００３７】
以上に、本発明に係るプラスチック光学部材の製造方法について図面を参照しながら説明
した。また説明は、プラスチック光ファイバのクラッド部に用いられる中空状のプラスチ
ック光学部材について行った。しかしながら、本発明のプラスチック光学部材（中空状の
プラスチック光学部材）は、他の用途に用いることも可能である。次に、前記クラッド部
にコア部を作製したプラスチック光学製品であるプリフォームについて説明する。
【００３８】
（コア部の作製によるプリフォームの製造方法）
前述したいずれかの製造方法により得られたクラッド管は、コア部の原料となるモノマー
を注入することができるように、底部を有していることが好ましい。底部は、前記クラッ
ド管を構成しているポリマーと密着性および接着性に富む材質を用いることが好ましい。
また、底部を、前記クラッド管と同一の重合体で構成することもできる。重合体からなる
底部は、例えば、クラッド管を垂直に静置しクラッド管の下端を容器に入れ、その容器内
に少量のモノマーを注入し、重合することによって形成することができる。
【００３９】
前述した円筒中空形状のクラッド管の中空部にコア部の原料であるモノマーを注入し、そ
のモノマーを界面重合する。前記モノマーとともに、重合開始剤、重合調整剤などを注入
することができる。前記モノマーは、前記クラッド管の形成に用いたモノマーと同一であ
ることが好ましい。その添加量については、用いるモノマーの種類等に応じて好ましい範
囲を適宜決定することができる。重合開始剤は、一般的にはモノマーに対して、０．００
５～０．０５０質量％添加することが好ましく、０．０１０～０．０２０質量％を添加す
ることがより好ましい。また、前記連鎖移動剤は、一般的にはモノマーに対して、０．１
０～０．４０質量％添加することが好ましく、０．１５～０．３０質量％添加することが
より好ましい。なお、本実施の形態では、屈折率調整剤を用いなくとも、モノマーを２種
以上用いるなどにより、屈折率の分布をコア部となる領域に導入することもできる。
【００４０】
コア部の製造工程において、屈折率分布を形成する場合、所望により屈折率調整剤が添加
され、モノマーの重合は、前記円筒管（クラッド管）の内壁面から断面の半径方向、中心
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に向かって進行する。２種以上のモノマーを用いた場合は、前記円筒管を構成している重
合体に対して親和性の高いモノマーが前記円筒管の表面に偏在して主に重合し、そのモノ
マーの比率の高い重合体が形成される。中心に向かうに従って、形成された重合体中の前
記親和性の高いモノマーの比率は低下し、他のモノマー比率が増加する。このようにして
、コア部となる領域内にモノマーの組成の分布が生じ、その結果、屈折率の分布が導入さ
れる。また、モノマーに屈折率調整剤を添加して重合すると、ＷＯ９３／０８４８８号公
報に記載されているようにコア部を形成するための原料液（コア液）が、クラッド内壁を
溶解しクラッドを構成している重合体が膨潤してゲルを形成しながら、重合が進む。この
とき、前記円筒管を構成している重合体に対して親和性の高いモノマーが前記円筒管の内
壁面表面に偏在して重合し、外側には屈折率調整剤濃度が低い重合体が形成される。中心
に向かうに従って、形成された重合体中のその屈折率調整剤の比率は増加する。このよう
にして、コア部となる領域内に屈折率調整剤の濃度分布が生じ、その結果、屈折率の分布
が導入される。
【００４１】
上記説明した様に、コア部の製造工程において、形成されるコア部となる領域に屈折率分
布を導入することができるが、屈折率が互いに異なる部分間は熱挙動も互いに異なるので
、重合を一定温度で行なうと、その熱挙動の違いからコア部となる領域には、重合反応に
対して発生する体積収縮の応答性が変化し、プリフォーム内部に気泡が混入する、もしく
はミクロな空隙が発生し、得られたプリフォームを加熱延伸した際に多数の気泡が発生す
る現象が生じる可能性がある。
【００４２】
加熱による重合の場合、重合温度が低すぎると、重合効率が低下し、生産性を著しく損な
い、重合が不完全となって光透過性が低下し、作製される光部材の光伝送機能を損なう。
一方、初期の重合温度が高すぎると、初期の重合温度が著しく上昇し、コア部となる領域
の収縮に対して応答緩和できず、気泡発生の傾向が著しい。従って、用いるモノマーに応
じて、適切な重合温度で重合することが望ましい。例えば、コア部の原料としてＭＭＡを
用いた場合は、重合開始温度は５０～１５０℃であることが好ましく、８０～１２０℃で
あることがより好ましい。なお、円筒管の中空部にコア部の原料であるモノマーを注入す
る前に、モノマーを減圧雰囲気で脱水および／または脱気することにより、さらに気泡の
発生を軽減することもできる。
【００４３】
また、コアの重合では十時間半減期温度が前記モノマーの沸点以上である重合開始剤を用
い、初期重合温度に対して少なくともその重合開始剤半減期時間の１０％以上の時間をか
けて重合することが好ましく、その後重合体のＴｇ以上かつ（Ｔｇ＋４０）℃以下の温度
にて上記重合開始剤の半減期時間以上の後期重合を行なうことが好ましい。この条件で重
合すると、初期重合速度を減少させ、初期重合における体積収縮応答性を向上させること
ができ、その結果、プリフォーム中の体積収縮による気泡混入を軽減することができ、生
産性を向上することができる。
【００４４】
前記モノマーとしてメチルメタクリレート（ＭＭＡ）を用いた場合、十時間半減期温度が
ＭＭＡの沸点以上の重合開始剤としては、前述の例示した重合開始剤のうち、ＰＢＤおよ
びＰＨＶが該当する。例えば、モノマーとしてＭＭＡを用い、重合開始剤としてＰＢＤを
用いた場合は、初期重合温度を１００～１１０℃に４８～７２時間維持し、その後、１２
０～１４０℃まで昇温して２４～４８時間重合することが好ましい。重合開始剤としてＰ
ＨＶを用いた場合は、初期重合温度を１００～１１０℃に４～２４時間維持し、１２０～
１４０℃まで昇温して２４～４８時間重合することが好ましい。なお、昇温は段階的に行
なっても、連続的に行なってもよいが、昇温にかける時間は短いほうがよい。
【００４５】
前記コア部の製造工程においては、特開平９－２６９４２４号公報記載のようにコア液を
加圧する、もしくはＷＯ９３／０８４８８号公報に記載されているようにコア液を減圧し
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て重合を行なっても良い（以下、加圧状態で行なう重合を「加圧重合」と称する）。加圧
重合を行なう場合は、クラッド部である前記円筒管にコア部の原料であるモノマーを注入
した後、前記円筒管を治具の中空部に挿入して、治具に支持された状態で重合を行なうこ
とが好ましい。前記治具は、前記円筒管を挿入可能な中空部を有する形状であり、その中
空部は前記円筒管と類似の形状を有していることが好ましい。治具は、加圧重合中に前記
円筒管が変形することを抑制するとともに、加圧重合が進むに従ってコア部となる領域が
収縮するのを緩和可能に支持する。従って、治具の中空部は、前記円筒管の外径より大き
い径を有し、前記円筒管を非密着状態で支持することが好ましい。前記治具の中空部は、
前記円筒管の外径に対して０．１％～４０％だけ大きい径を有していることが好ましく、
１０～２０％だけ大きい径を有していることがより好ましい。本実施の形態では、前記治
具は円筒形状なので、前記治具の内径が、前記円筒管の外径に対して０．１％～４０％だ
け大きいのが好ましく、１０～２０％だけ大きいことがより好ましい。
【００４６】
前記円筒管を治具の中空部に挿入した状態で、重合容器内に配置することができる。重合
容器内において、前記円筒管は、円筒の長さ方向を垂直にして配置されることが好ましい
。前記治具に支持された状態で前記円筒管を、重合容器内に加圧することができる。加圧
させる場合は窒素、アルゴン等の不活性ガスで重合容器内を加圧し、不活性ガス雰囲気下
で加圧重合を進行させることが好ましい。重合時の加圧の好ましい範囲については、用い
るモノマーによって異なるが、重合時の圧は、一般的には０．０５～１．０ＭＰａ程度が
好ましい。前述したクラッド管及びコア部の製造工程を経て、プラスチック光部材のプリ
フォームが得られる。なお、前述したプリフォームの製造方法では、モノマーを加熱重合
する方法を示したが、本発明においては、紫外線などの光線を照射することによってモノ
マーを重合することもできる。
【００４７】
（プラスチック光学製品を用いた各種の製品）
前述したプリフォーム（プラスチック光学部材）を、例えばスライスすることで平板状の
レンズを得たり、溶融延伸してプラスチック光ファイバを得たりする事ができる。特に、
プリフォームのコア部となる領域が屈折率分布を有する場合は、均一な光伝送機能を有す
るプラスチック光ファイバを生産性高く、しかも安定的に製造することができる。また、
プリフォームから、光学レンズ、光導波路などの製品を作製することもできる。
【００４８】
本発明の光学部材としての光ファイバ、および光ファイバケーブルを用いて光信号を伝送
するシステムには、種々の発光素子、受光素子、他の光ファイバ、光バス、光スターカプ
ラ、光信号処理装置、接続用光コネクター等で構成される。それらに関する技術としては
いかなる公知の技術も適用でき、例えば、プラスティックオプティカルファイバの基礎と
実際（エヌ・ティー・エス社発行）等の他、特開平１０－１２３３５０号公報、特開２０
０２－９０５７１号公報、特開２００１－２９００５５号公報等に記載されている光バス
、特開２００１－７４９７１号公報、特開２０００－３２９９６２号公報、特開２００１
－７４９６６号公報、特開２００１－７４９６８号公報、特開２００１－３１８２６３号
公報、特開２００１－３１１８４０号公報等に記載されている光分岐結合装置、特開２０
００－２４１６５５号公報等に記載されている光スターカプラ、特開２００２－６２４５
７号公報、特開２００２－１０１０４４号公報、特開２００１－３０５３９５号公報等に
記載されている光信号伝達装置や光データバスシステム、特開２００２－２３０１１号公
報等に記載されている光信号処理装置、特開２００１－８６５３７号公報等に記載されて
いる光信号クロスコネクトシステム、特開２００２－２６８１５号公報等に記載されてい
る光伝送システム、特開２００１－３３９５５４号公報、特開２００１－３３９５５５号
公報等に記載されているマルチファンクションシステムなどを参考にすることができる。
【００４９】
（プラスチック光ファイバの製造方法）
プラスチック光学部材の代表例としては、プラスチック光ファイバが挙げられる。そこで
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、その光ファイバの製造方法について、説明する。プリフォームから光ファイバを製造す
るときには、プリフォームを加熱して延伸させる。この際の加熱温度は、プリフォームの
材質などに応じて、適宜決定することができるが、一般的には、１８０～２５０℃が好ま
しい。延伸条件（延伸温度など）は、得られたプリフォームの径、所望のプラスチック光
ファイバの径および用いた材料などを考慮して、適宜決定することができる。例えば、線
引張力については、特開平７－２３４３２２号公報に記載されているように溶融したプラ
スチックを配向させるために１０ｇ以上としたり、特開平７－２３４３２４号公報に記載
されているように溶融延伸後に歪を残さないようにするために１００ｇ以下としたりする
ことが好ましい。また、特開平８－１０６０１５号公報に記載されているように延伸の際
に予備加熱を設ける方法などをとることもできる。以上の方法によって得られるファイバ
については、得られる素線の破断伸びや硬度について特開平７－２４４２２０号公報に記
載されている方法により規定することで、ファイバの曲げや側圧特性を改善することがで
きる。
【００５０】
前述した方法で製造されたプラスチック光ファイバは、そのままの形態で種々の用途に供
することができる。また、保護や補強を目的として、その外側に被覆層を有する形態、繊
維層を有する形態、および／または複数のファイバを束ねた状態で、種々の用途に供する
ことができる。被覆工程は、例えばファイバ素線の通る穴を有する対向したダイスにファ
イバ素線を通し、対向したダイス間に溶融した被覆用の樹脂を満たし、ファイバ素線をダ
イス間に移動することで被覆されたファイバを得ることができる。被覆層は可撓時に内部
のファイバへの応力から保護するため、ファイバ素線と融着していないことが望ましい。
さらにこのとき、溶融した樹脂と接することでファイバ素線に熱的ダメージが加わるので
、極力ダメージを押さえるような移動速度や低温で溶融できる樹脂を選ぶことも望ましい
。このとき、被覆層の厚みは被覆材の溶融温度や素線の引き抜き速度、被覆層の冷却温度
による。その他にも、光部材に塗布したモノマーを重合させる方法やシートを巻き付ける
方法、押し出し成形した中空管に光部材を通す方法などが知られている。
【００５１】
被覆の構造について更に説明する。素線を被覆することにより、プラスチック光ファイバ
ケーブル製造が可能となる。その際にその被覆の形態として、被覆材とプラスチック光フ
ァイバ素線の界面が全周にわたって接して被覆されている密着型の被覆と、被覆材とプラ
スチック光ファイバ素線の界面に空隙を有するルース型被覆がある。ルース型被覆では、
たとえばコネクターとの接続部などにおいて被覆層を剥離した場合、その端面の空隙から
水分が浸入して長手方向に拡散されるおそれがあるため、通常は密着型が好ましい。しか
し、ルース型の被覆の場合、被覆と素線が密着していないので、ケーブルにかかる応力や
熱とはじめとするダメージの多くを被覆材層で緩和させることができ、素線にかかるダメ
ージを軽減させることができるため、使用目的によっては好ましく用いることができる。
水分の伝播については、空隙部に流動性を有するゲル状の半固体や粉粒体を充填すること
で、端面からの水分伝播を防止でき、かつ、これらの半固体や粉粒体に耐熱や機械的機能
の向上などの水分伝播防止と異なる機能をあわせ持つようにすることでより高い性能の被
覆を形成できる。ルース型の被覆を製造するには、クロスヘッドダイの押出し口ニップル
の位置を調整し減圧装置を加減することで空隙層を作ることができる。空隙層の厚みは前
述のニップル厚みと空隙層を加圧／減圧することで調整が可能である。
【００５２】
さらに、必要に応じて被覆層（１次被覆層）の外周にさらに被覆層（２次被覆層）を設け
ても良い。２次被覆層に難燃剤や紫外線吸収剤、酸化防止剤、ラジカル捕獲剤、昇光剤、
滑剤などを導入してもよく、耐透湿性能を満足する限りにおいては、１次被覆層にも導入
は可能である。なお、難燃剤については臭素を始めとするハロゲン含有の樹脂や添加剤や
燐含有のものがあるが、毒性ガス低減などの安全性の観点で難燃剤として金属水酸化物を
加えることが主流となりつつある。金属水酸化物はその内部に結晶水として水分を有して
おり、またその製法過程での付着水が完全に除去できないため、金属水酸化物による難燃
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性被覆は本発明の対透湿性被覆（１次被覆層）の外層被覆（２次被覆層）として設けるこ
とが望ましい。
【００５３】
また、複数の機能を付与させるために、様々な機能を有する被覆を積層させてもよい。例
えば、本発明のような難燃化以外に、素線の吸湿を抑制するためのバリア層や水分を除去
するための吸湿材料、例えば吸湿テープや吸湿ジェルを被覆層内や被覆層間に有すること
ができ、また可撓時の応力緩和のための柔軟性素材層や発泡層等の緩衝材、剛性を挙げる
ための強化層など、用途に応じて選択して設けることができる。樹脂以外にも構造材とし
て、高い弾性率を有する繊維（いわゆる抗張力繊維）および／または剛性の高い金属線等
の線材を熱可塑性樹脂に含有すると、得られるケーブルの力学的強度を補強することがで
きることから好ましい。抗張力繊維としては、例えば、アラミド繊維、ポリエステル繊維
、ポリアミド繊維が挙げられる。また、金属線としてはステンレス線、亜鉛合金線、銅線
などが挙げられる。いずれのものも前述したものに限定されるものではない。その他に保
護のための金属管の外装、架空用の支持線や、配線時の作業性を向上させるための機構を
組み込むことができる。
【００５４】
また、ケーブルの形状は使用形態によって、素線を同心円上にまとめた集合ケーブルや、
一列に並べたテープ心線と言われる態様、さらにそれらを押え巻やラップシースなどでま
とめた集合ケーブルなど用途に応じて選ぶことができる。
【００５５】
【実施例】
以下に実施例１及び実施例２を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に
示す材料、試薬、割合、操作等の態様は、本発明を限定するものではない。
【００５６】
［実施例１］
（クラッド管の作製）
図１に示した製造ライン１０を用いてクラッド管を作製した。ホッパ１６にはＰＭＭＡ（
重合度１０００、分子量１０万、ガラス転移温度Ｔｇ１０８℃）が適宜投入され、ベント
付き１軸スクリュー押出機により加熱して溶融し、押出ダイス１２に押し出される。この
ときの軟性クラッド２０の温度は、Ｔｇ＋７０℃～Ｔｇ＋１２０℃の範囲になるように制
御した。また、押出ダイス出口１２ａのポリマーのみかけ粘度が、３０００～４０００Ｐ
ａ・ｓの範囲になるように実験をおこなった。軟性クラッド２０は、押出速度Ｓを０．５
（ｍ／ｍｉｎ）として成形ダイス１３に送り込んだ。
【００５７】
図３に示した成形ダイス１３に図５（ｃ）の断面が略半円形状の吸引孔であるものを用い
て、軟性クラッド２０から外径ｄ１が２０ｍｍであり肉厚ｄ２が５ｍｍのクラッド２１を
作製した。なおこのとき減圧チャンバ３１内を３０ｋＰａの減圧に保持した。また、スロ
ート１８の面角度θは、４５°にした。さらに、押出ダイス１２の出口１２ａとスロート
１８の取付反対面１８ｂとの距離Ｌ１を１５ｍｍとした。そして、クラッド２１は、１５
℃の冷却水４１が放水されている長さ２．５ｍの冷却装置１４に送られて冷却して固化す
ることにより、ＰＭＭＡからなる円筒中空状のクラッド管が得られた。
【００５８】
（プリフォームの製造）
次に、得られたＰＭＭＡからなる円筒管６００ｍｍの中空部に、水分を十分に除去したＭ
ＭＡと、屈折率分布形成用の低分子化合物とを混合した溶液を、精度０．２ｍｍの四フッ
化エチレン製メンブレンフィルタで、ろ過しつつ、ろ液を直接注入した。前記低分子化合
物としては硫化ジフェニルを使用、ＭＭＡに対し１１質量％添加した。さらに、重合開始
剤として、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイドをＭＭＡに対し０．０１３質量％、連鎖移動剤
としてをｎ－ラウリルメルカプタンをＭＭＡに対し０．２７質量％配合した。このＭＭＡ
などを注入したＰＭＭＡからなる円筒管を、加圧重合容器に垂直に静置する際に、そのＰ
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ＭＭＡ円筒管外径に対し２ｍｍだけ大きい径を持つガラス管内挿入した。その後、加圧重
合容器内を窒素雰囲気に置換した後、０．２ＭＰａまで加圧し、１２０℃にて４８時間加
圧重合しプリフォームを得た。
【００５９】
このプリフォームを２３０℃の熱延伸により線引を行ない、７５０μｍ径のプラスチック
光ファイバを安定して６００ｍを得た。得られたファイバは、全線における径の変動は－
１５μｍ～＋１５μｍであった。そのファイバの６５０ｎｍでの伝送損失を測定したとこ
ろ１５８ｄＢ／ｋｍであり、理論限界値といわれている１０６ｄＢ／ｋｍに近づいた値の
プラスチック光ファイバが得られた。また、多くの情報を同時に伝送できる能力を示す帯
域特性は、最大で１．０５ＧＨｚ／１００ｍであった。プラスチック光ファイバでは、通
常５０ＧＨｚ／１００ｍであり、それよりも良好なものが得られたことが分かった。
【００６０】
また、この光ファイバの機械的強度についても評価を行った。評価する指標としては、ヤ
ング率（伸び弾性率）Ｅと結節強度とについて行った。ヤング率Ｅの測定は、東洋精機製
ストログラフＭ１にて行い、結果は４１．２ＭＰａであった。また、結節強度の測定は、
同じく東洋精機製ストログラフＭ１を用いて行い、結果は４６．３ＭＰａであり、本発明
の製造方法により得られた光ファイバは実用上、問題の無い強度であることが分かった。
結節強度の測定方法について概略を説明する。サンプルとして長さ１００ｍのプラスチッ
ク光ファイバを用いた。これに緩みを持たせた結び目を１つ作り、このサンプルの上端及
び下端を１０ｍｍずつチャックに挟んで引っ張った。上方のチャックと下方のチャックと
の間は５０ｍｍとした。その後に、１０ｍ／ｍｉｎの速度で上方のチャックを移動させ、
プラスチック光ファイバの切断したときの荷重を算出した。
【００６１】
［実施例２］
（クラッド管の作製）
　図１に示した製造ライン１０を用いてクラッド管を作製した。ホッパにはＰＶＤＦ樹脂
（呉羽化学ＫＦ－＃８５０　 ：１７７℃）が適宜投入され、実施例１と
同様に、ベント付き１軸スクリュー押出機により加熱溶融し、押出ダイスに押し出される
。このときの軟性クラッド２０の温度は、１７０℃～２２０℃（Ｔｍ－３０≦Ｔ≦Ｔｍ＋
７０）の範囲になるように制御した。その他は実施例１と同じように操作することによっ
て、ＰＶＤＦ樹脂からなる外径ｄ１が２０ｍｍであり肉厚ｄ２が５ｍｍの円筒中空状のク
ラッド管が得られた。
【００６２】
（コア部ロッドの作成）
内径１０ｍｍの円筒状ガラス管に水分を１００ｐｐｍ以下に除去し、重合開始剤として脱
水精製した過酸化ベンゾイルをＭＭＡに対して０．５質量％、連鎖移動剤（分子量調整剤
）としてｎ－ブチルメルカプタンをＭＭＡに対して０．２８質量％配合したメチルメタク
リレート（ＭＭＡ）の液体を所定量注入した。このガラス管を７０℃の状態で、３０００
ｒｐｍにて回転させながら加熱重合した。以上のようにしてガラス管内面に厚さ０．５ｍ
ｍのＰＭＭＡからなる層を設けた。
【００６３】
次に、ＰＭＭＡからなる内層を有する円筒管の中空部に、コア部の原料であるＭＭＡ（水
分を１００ｐｐｍ以下に除去したもの）と、屈折率調整剤として硫化ジフェニルをＭＭＡ
に対して１２．５質量％混合した溶液を、精度０．２μｍの四フッ化エチレン製メンブラ
ンフィルターで濾過しつつ、濾液を直接注入した。開始剤としてジ－ｔ－ブチルパーオキ
サイドをＭＭＡに対し０．０１６質量％、連鎖移動剤としてドデシルメルカプタンをＭＭ
Ａに対し０．２７質量％配合した。このＭＭＡ等を注入した円筒管を、加圧重合容器に垂
直に静置した。その後、加圧重合容器内を窒素雰囲気に置換した後、０．２ＭＰａまで加
圧し、１２０℃にて４８時間加圧重合した。この屈折率分布を有する円柱状重合体をガラ
ス円筒管から取り出し、前述のＰＶＤＦ樹脂からなるクラッド管に挿入し、プリフォーム
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とした。
【００６４】
このプリフォームを２３０℃の熱延伸により線引きを行い、直径約７５０μｍのプラスチ
ック光ファイバを製造した。延伸工程において、プリフォームには気泡の発生は観察され
ず、安定して３００ｍのファイバを得ることができた。得られたファイバの伝送損失値を
測定したところ、波長６５０ｎｍにて１６５ｄＢ／ｋｍであった。また、得られたファイ
バ１００ｍの伝送帯域を測定したところ、１．１０ＧＨｚであった。
【００６５】
【発明の効果】
本発明のプラスチック光学部材の製造方法によれば、中空状プラスチック光学部材の製造
方法であって、原料ポリマーを押出ダイスから溶融押出しして得られた中空状溶融体を、
下流側に設けられた成形ダイスにより成形し、中空状プラスチック光学部材を得られるか
ら、肉厚変動が抑制されたクラッド管を連続的に作製することできる。さらに、そのクラ
ッド管を用いてプラスチック光ファイバ製造すると、光学特性及び機械的強度に優れたも
のが得られる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係るプラスチック光学部材の製造方法に用いられる製造ラインの概略図
である。
【図２】図１に示した製造ラインに用いられている成形ダイスの要部分解斜視図である。
【図３】図２に示した成形ダイスの断面図である。
【図４】図２に示した成形ダイスの IV－ IV線における断面図である。
【図５】本発明に用いられる成形ダイスの他の実施形態の要部断面図である。
【図６】本発明に係るプラスチック光学部材の製造方法に用いられる製造ラインの他の実
施形態の概略図である。
【符号の説明】
１０　製造ライン
１１　溶融押出装置
１２　押出ダイス
１３　成形ダイス
１８　スロート
２０　軟性クラッド
２１　クラッド
２１ａ　外壁面
３０　成形管
３０ａ　吸引孔
３０ｂ　成形面
３１　減圧チャンバ
Ｌ１　押出ダイスと成形ダイスとの距離
Ｌ２　成形ダイスの長さ
ｄ１　クラッドの外径
ｄ２　クラッドの肉厚
θ　面角度
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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